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概 要

本稿では愛娘県内の中小企業に無点を当て、県内中小企業における屈川琉境について、愛妓

大学と愛娘県中小企業家同友会が実施している最況調査（EDOR閏壷）をもとに、屈用の際に

亜視する属性をコンジヨイント分析によって謝査した。また、業種、企業の業況、定期採用の

実施の有無によって、県内中小企業の経営者の選好がどのように異なるかについて言及し、こ

れらの遥異が生じる背最についての考察を行った。さらに、それぞれの属性に対する限界支払

意志額を範出し､各属性の金銭的評価額を算出し、この結果の整合性についての言及を行った。

TT本稿の作成にあたって、甲南大学、拓佃隆宏准教授に貴亜な助言をいただき、感謝の意を表する。

また、閥在に協力いただいた愛娘県中小企業家同友会の会員企業及び耶務局、きらに、データの

加工にあたって、鍵媛大学法文学部総合政莱学科４回生の山内彩さんにも感謝の意を表する。

･曽我亘由（愛娘大学法文学部総合政策学科）Ｅ・mail:soga@ehime･uacjp

－６１－

選択実験を用いた中小企業の雇用における人材の経済的評価↑↑



曽我亘由

１はじめに

近年、大企業と中小企業における厨用環境に大きな差が生じている。2009年

度の有効求人倍率の平均値は045であり、過去５年では2006年度の106が最も高

く、以降低下傾向にある1．大卒の求人倍率については株式会社リクルートが

1984年から調査しているが、それによれば2010年３月卒業者向けの求人総数は

725.300人、これに対して民間企業就職希望者数は447P００人であり、求人倍率2は

1.62倍という結果であった3。また、同調査では大卒者の求人倍率を従業員規模

別に胴壷しており、これによれば、従業貝数1.000人以上の企業の2010年３月卒

業生の求人倍率は0.55倍であるのに対し、従業員数1.000人未満の企業の求人倍

率は3.63倍であり、従業員規模が小さい企業については新卒の採用を積極的に

受け入れる傾向にある。

愛嬢県内においても中小企業の人材確保が問題となっている。愛媛大学総

合地域政策研究会と愛媛県中小企業家同友会が共同で実施している景況鯛査

(EDOR）において、過去６回にわたって雇用環境に関する特別業差を実施して

いるが、最近行われた第28回（2010年l～３月期）調査では、屈用の過不足感ＤＩ

(後述）は.15.7であり、県内中小企業において人材は不足傾向にあることが示さ

れた4．

近年の日本における屈・用に関する研究は、1990年台後半の景気の悪化以降、

非正規屈用に焦点を当てた研究が多くを占めている5.2006年の労働政策研究報

告書では、199M4年から2003年の雇用形態の変遷として、1994年、1999年、2003年

ｌただし、新規学卒者を除きパートを含む｡2010年１０月１日公表の職業梁務安定統計（厚生労働省）
より。

２求人倍率は求人捻数÷民IHI企柔就職希望者数で定義される。

３第27回ワークス大卒求人倍率閥症より。

４当肱凹壷以外にEDOR閥在では第３回、第７回、鋪１１回、姉１５回、第19回において雇用環境に関する

特別隅在を実施している。この中で人手の過不足感に関する餌在を実施しているが､その結果によ

れば､愛娘県内の中小企業では、人手は慢性的に不足していることを示唆している。詳細について

は愛掴県中小企業家同友会のホームページ（http:〃ehimedoツujp/）を参照せよ。

５非正規屈用の経済分析に関しては、古郡（1997）を参照せよ。
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の３時点の正規社員と非正規社員の構成比率について触れ、非正規社員を耐用

する理由、非正規社員を扇用する上での問題点、非正規社員の労働条件の変遷、

そして若年非正規社員の動向についてまとめている。

若年層の非正規化に関連して、太田（2006）では、1990年台後半の不況に伴

い、企業は雇用形態を正規から非正規雇用にシフトさせ、これに伴う若年層の

非正規化、フリーター化が所得格差の拡大にどう影卿を与えているかについて

論じている。

一方、日本における会社成立時のような規模の小さい企業（新企業）におけ

る人材確保について、原田（2007）では2001年事業所・企業統計調査の個票か

ら網羅的に新企業における屈用最分布を調査・分析している。これによれば、

新企業の多くは専門性を要する人材の確保が困難である傾向が示されている。

中小企業の多くは、屈用の不足感を有しながらも、適切な人材を獲得するこ

とが困難である傾向にあるが、中小企業の経営者が必要とする人材はどのよう

なものであり、仮にいくつかの属性を定めたとして、それらの中でどの属性を

璽要視するかという問題は、今後の中小企業の労働市場における需給の一致と

いう観点から意義のある問題と考えられる。

上記の問題を鑑みて、本稿では愛媛大学総合地域政簸研究会と愛媛県中小企

業家同友会が共同で実施している景況調査(EDOR)において実施した雇用に関

する特別調査から、愛媛県内における中小企業の経営者の届用に関する選好の

調査結果を示す。第２節では分析にあたって背景にあるランダム効用モデルに

ついて触れる。第３節では当該調査結果についてコンジョイント分析の結果を

中心に紹介する。第４節ではコンジョイントの分析結果について、業種別、景

況感別、定期採用の実施の有無別という観点から、愛媛県内の中小企業の経営

者が採用の際に重視する属性について考察する。第５節は結論と展望である。
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２モデル

本稿ではコンジョイント分析を用いた選択型実験を実施した6°この分析の背

景にはランダム効用モデルという概念がある。ある回答者沌が選択肢ｊを選択し

たときの効用をUhjとおき、回答者の効用を以下のようにおく。

Uhf 脇j＋Ｅｎｆ
Ｍ

Ｅβm遜脇十6"ｉ
ｍ＝１

(1)

ただし、脇ｆは実験者にとって観察可能な確定項であり、Ｅ"fは観察できない

誤差項である。また、勿協は選択肢を櫛成する属性を表す。ここで、Ｒ,jをある

選択集合Ｃ＝{１，２，．．．，J}の中から回答者沌が選択肢ｊを選択する確率とおくと、

回答者祁が選択肢iを選択するということは、その他の選択肢ｊよりも効用が高

いことを表しているため(ｊＥＣ,ｆ≠j)、Ｒ,iは以下のように表せる。

Ｒ‘ｊ＝PrIUhf＞Uhj,ｊ,ｊＥｃ,ｊ≠ｊｌ

＝PrI脇§一脇j＞Enj-E"§,j,ｊＥｃ,ｊ≠'１（２）

ここで、誤差項Eねi、Ｅ冗jが第一種極値分布に従うと仮定すると、誤差項の差

はロジステイック分布に従うことが分かっている7°よって回答者冗が選択肢ｆ

を遡択する確率は、

e脚･暁,。
(3)Fhf＝

EjEce"･vhj

６コンジョイント分析を環境評価に用いた研究は多数存在するが､ここでは大床･笹尾･柘植（2008)、

栗山･庄子（2005）を挙げておく。また、平田（2007）では花粉症政競と健簾リスクに関する研究

を行っている。

７岬細についてはMcFadden（1974)、Train（2009)、大床・征尾・柘植（2008）等を参照せよ
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.となり、条件付きロジットモデルによって表すことができる8。

さて、本稿では選択型実験を用いて経営者の採用に関する人材の評価を行っ

たが、選択肢に組み入れる属性、およびレベル（水準）は以下のように設定し

た（表１）。

表１：属性と水準

2０

これらの属性、およびその水準から主効果直交デザインを用いることで８つ

の選択肢を作成した。これらの８つの選択肢から２つをランダムに組み合わ

せ、どちらの人材を屈用したいかという質問を行った。また、２つの選択肢の

うち、どちらも選択したくない場合については「どちらも扇用しない」という

選択肢を設けることとし、これらの選択肢の中から最も好ましい選択肢を選択

属性

即戦力

人柄

学歴

新卒／中途の別

要求貸金（万円／月）

酎
一
鋤
緬
稗
癖
陥

Iおｖｅｌ２

なし

個性的

高卒

中途

１８

選択実験を用いた中小企業の屈用における人材の経済的岬価

ｊＶ

Ｌ=ⅡP;､ボ
アl＝１

であり、対数尤度関数は

Ｎ

ｌｎＬ=ＥｌｎＲ,：
ｎ＝１

となる。ここで､６Aを回答者祁が選択肢iを選択したときl、それ以外のときｏとなるダミー変数
とすると、パラメータベクトルβは以下の最大化間岨の解として導出できる。

ＪＶ

ｌｍＬ=逗逗‘:'nR,‘
n＝１ｊＥＣ

詳細については栗山・庄子（2005）を参照せよ。

８(3)式の尤度関数は
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してもらうこととした。また、１つの調査票につき８つの質問を回答してもら

うこととした９．以下に質問項目の例を示す（表２)。

表２：アンケートの質問項目の例

人材Ａ 人材Ｂ

即戦力 なし あり

人柄 素直 素直

学歴 大卒 高卒 どちらも届用しない

新卒／中途の別 新卒 新卒

要求貿金（万円／月） １８万円 １６万円

どれか一つに○→

３ 調査 結果

本鯛壷は愛媛大学総合地域政策研究会と愛媛県中小企業家同友会が共同で実

施している景況調査(EDOR調査)の第28回鯛査の特別調査において実施した10．

対象企業は愛媛県中小企業家同友会に所属する会員企業400社である。当該調査

は2010年第１四半期（1-3月期）調査であり、122社からの回答が得られた（回答

率30.5％)。当該調査の特別調査において、愛媛県内の屈用に関する全般的な綱

査を実施した。まず、正規従業員とパートアルバイト数、および所定外労働時

間について、前年同期比での増減について質問し、労働の過不足感、さらに定

期採用の有無と次年度の採用予定についての質問を実施した。以下に記述統計

量を示す（表３)。

９本稿では表のとおり５つの属性について副在したが、各属性の水準を組み合わせると、可能な週

択肢の数は48通りである。しかしながら、主効果直交デザインを用いると逮択肢は８通りまで絞

ることができ、属性の相関を削除でき、多正共線性の問題を回避できる。

ｌｏ当肱卿壷は2003年第Ⅱ四半期（4.6月期）から開始し､2010年第Ⅲ四半期（7も９月期）調査で30回目

となる。当該閏査は愛媛県内の慨気に関する隅在を目的としているが、このような基本凹在に加

え、県内最気に関する餌在を補完する特別餌査を実施している。本閥査はその一環として鍵姐県

内の屈用に関する閏査を実地したものである。
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面
６

全座業建設業製造業流通商業サービス業

６
狐
９

企業規模 1～９人

10～１９人

20～４９人

50～99人

100人以上

妃
四
四
ｍ
５

６
５
４
４
２

四
５
９
４
２

昭
９
４
１
１

５
０
２
１
０

過剰

やや過剰

適正

やや不足

不足

正規従粟貝数の贈減 珊加

梱ぱい

減少

面
ね
釦

１
４
４

２
町
６

９
躯
６

５
郡
・
４

３
８
咽
Ｍ
２

パート・アルバイト数の増減咽加

棚ぱい

減少

1５

７８

１２

０
５
１

２

１９

１

８
”
６

５
弱
４

定期採用

所定外労働時間の噌減 咽加

佃ぱい

減少

施
行
型

選択実験を用いた中小企業の屈用における人材の経済的僻価

表３：記述銃計量

０
８

1９

９１

６
弱
４

－６７－

労働の過不足感

７

１４

４
凹
副
鍋
８

０
１
５
０
３

１
７
ｍ
６
１

５

３０

０
３
面
咽
２

９
”

1９

２６

している

していない

調査結果から、正規従業員、および所定外労働時間の地減については、「増

加させた」と回答した企業よりも「減少させた」と回答した企業の方が多い結

果となったが、パート・アルバイト数については、「瑚加させた」と回答した

企業の方が上回った。その一方で、これらの項目では約80社の企業が前年同期

比で横ばいと回答している。労働の過不足感については、適正と回答した企業

が51社（443％）であるのに対し、過剰。やや過剰と回答した企業は合計で２３

社（20.0％)、不足．やや不足と回答した企業は41社（35.7％）となり、労働の過

2011年度採用予定

７

３９

２
６

０
９
４
６

有
無

０
０
１
１
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不足嬢ＤＩは.15.7という結果であった１１．定期採用の実施に有無については、全

体の'7.3％である'9社で定期採用を「実施している」一方、82.7％の9,社で「実

施していない」という結果であった。また、次年度の採用については、全体の

36.7％の40社が採用予定が有り、633％の69社は採用を行わないと回答した。

これらの結果より、愛媛県中小企業家同友会に所属する経営者は、雇用の不

足感を実感しており、人材確保に関して何らかの行動を起こす必要性を認識し

ていることが伺える。従って、採用する人材についての経営者の選好を定式化

することには意義があると考えられる。

分析結果において推定される係数は、経済学的には限界効用を表しており、

例えば「即戦力」の属性で言えば、経営者が即戦力の無い人材から即戦力のあ

る人材を届用したときに得られる追加的な効用の増分を表す。「質金｣属性につ

いては、耐用者の賃金がｌ単位変化したとき、経営者の追加的な効用の変化分

を表す。

また、本稿の分析モデルにおいて、選択肢固有定数項（Ａ'temativeSpecinc

Constant：ASC）を導入した。ASCが正に有意となった場合、経営者は何らか

の採用を試みることに肯定的な考えを有していると考えられる。逆に、負に有

意となった場合、採用に関しては否定的な考えを有していると考えられる。な

お、後述の表におけるASClは人材Ａに、ASC2は人材Ｂに対して導入した定数

項である。分析ソフトについてはLimdepを使用した。

分析はまず全産業で実施し、それを４業種（建設業、製造業、流通．商業、

サービス業）に分解し、これらの業種による週好の違いを概観する。以下の表

に全業狐の推定結果を示す（表４)。なお、以下表４～表７において、「…」は

１％有意、「｡．」は５％有意、{･}は１０％有意を表す。また賃金の係数Ａ＊Ｅ－ｘは

Ａ＊lO-xを表すとする。

１１労働の過不足感DIは労働が過剰．やや過剰と回答した企粟の削合から不足。やや不足と回答した

企業の割合を引いた値であり、その他がプラスであれば労働者は過剰傾向、マイナスであれば不

足傾向にあることを示す値である。

－６８－
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表４：全業種の推定結果

全産業

CoeHicientt-valueP-vHlueWTP

即戦力あり

素直な人柄

大卒

新卒

賃金

ＡＳＣ１

ＡＳＣ２

1.204**＊

1.107**＊

0.482**＊

0.860**＊

-1.93EO5**＊‐

1.202

1.356＊

Ｎｏ．ofobs．６４１

Loglikelihood-586.6576

7.417

6.860

3.218

4.784

-4.109

1.420

1.666

0.000

0.000

0.001

0.000

0.000

０．１５６

0.100

62,441

57,424

24,975

44,626

分析結果について、まず、全業種の集計結果ではすべての属性について１％

有意に推定されている。各属性に注目すると、採用の際には「即職力」を最も

重視しており、次いで「人柄｣、「新卒｣、「学歴」という順となった。ASCにつ

いてどちらも正の値となったが､はASClは有意な結果とはならず､ASC2が１０％

有意な結果となった。次に業秘別の推定結果について見ていこう。以下の表に

４業種別の推定結果を示す（表５)。
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即帆力あり

素血な人柄

大卒

所卒

貸金

ＡＳＣｌ

ＡＳＣ２

Ｎｏ・ofob8･

LOglikclihood

流通・商業

53,982

⑩殴浬 製造粟

COefIiCient

1.408*串＊

1.009*卓＊

0.614

1.471●車＊

-2.73ＥＯ５Ｃ＊

1.916

2.199
-

124
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業種別の推定結果では、建設業では「即戦力｣、「人柄｣、「賃金」の属性につ

いて１％有意な推定結果が得られた。一方､｢学歴」や「新卒」といった属性は

有意な結果とはならなかった。製造業については「即戦力｣、「人柄｣、「新卒」

の属性で１％有意な結果となり、このうち「新卒」の係数が1.471と最も高く、

ついで「即戦力｣、「人柄」の順に重視する結果となった。「賃金」については

５％有意な推定結果となった。一方､｢学歴」の推定結果は有意とはならなかっ

た。流通商業については、「即職力｣、「人柄｣、「新卒」の属性で１％有意、「学

歴」が１０％有意な結果となる一方、「賃金」については有意な推定結果は得ら

れなかった。サービス業については、すべての係数において有意な結果となっ

たが、このうち「即戦力｣、「人柄｣、「賃金」は１％有意、「学歴｣、「新卒」は

５％有意な結果となった。また、サービス業においては「賃金」以外の属性に

ついては他業種と比較してどの属性も同程度に通視している結果となった。さ
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悪化

らに、「賃金」については４業種の中で最も限界不効用の値が高い結果となっ

た。

次に自社業況判断DI、前年同期比から最況感別（好転・横ばい・悪化）に分

析を実施した。以下に推定結果を示す（表６)。

表６：景況感別推定結果
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まず、自社業況が「好転した」と回答した企業では、すべての風性で推定結

果は有意となり「即戦力｣、「人柄｣、「新卒」の属性で１％有意、「学歴」は５％

有意、「賃金」は１０％有意な結果となった。また、好転企業では採用にあたって

は「人柄」を股も重視し、ついで「新卒｣、「即戦力｣、「学歴」の順となった。

次に､自社業況が｢横ばい」と回答した企業についてもすべての属性で有意な

推定結果が得られた。「即戦力｣、「新卒」の属性で１％有意、「人柄｣、「学歴｣、

｢賃金」の属性で５％有意な結果となった。また、採用の際、殿も正視する属性

は「即戦力」であり、次いで「新卒｣、「人柄｣、「学歴」の順となった。
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自社業況が「悪化した」と回答した企業では、「即戦力｣、「人柄｣、「貿金」の

属性で１％有意な推定結果となり､採用にあたって最も璽視する属性は「人柄」

であり、次いで「即戦力」という結果となった。また、「学歴｣、「新卒」の属性

は有意な推定結果とはならなかった。

先述のとおり、「賃金」属性の係数はその経営者の限界不効用の値であり、賃金

が１円増加すると経営者の効用が追加的にいくら減少するかを示す値である。

この限界不効用の値は、好転企業が-1.45＊１０~５，横ばい企業が-2.07＊１０~5、

悪化企業が-2.62＊１０~5となり、企業の景況感が悪化するにつれて限界不効用の

値が大きくなることが観察された。

最後に定期採用の実施の有無による経営者の遇好の違いを分析した。以下に

推定結果を示す（表７)。

表７：定期採用実施の有無別推定結果
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記述統計の表（表３）で示したように、採用を定期的に行っている企業の数

は17.3％の１９社であるが､推定結果はすべての属性で有意な結果となった。特に

｢学歴｣、「新卒」の属性で１％有意、「即戦力｣、「人柄｣、「質金」の属性で５％

有意な結果となった。これに対して､定期採用を行っていない企業については、

｢学歴」を除くすべて属性について１％有意な結果と.なった。「学歴」の属性に

ついては５％有意な結果となった。

重視する属性については、定期採用を行っている企業については「新卒｣、

｢学歴」といった属性を重視しており、次いで「人柄｣、「即戦力」の順に亜視し

－７２－
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ている。これに対し、定期採用を行っていない企業については「即戦力｣、「人

柄」といった属性を亜祝しており、ついで「新卒｣、「学歴」の順に重視してい

る。「貫金｣については定期採用を行っている企業の方が限界不効用の値が高い

という結果となった。

４ 考 察

第１節でも触れたが、あらためて第３節の表３の記述統計より、愛媛県内の

雇用環境は、労働の過不足感ＤＩが.15.7と、労働者は不足傾向にあるといえる。

一方、コンジヨイント分析結果のASCに注目すると、業種別の流通．商業、自

社業況判断別の好転企業を除くすべての項目で正の値となったが、ほとんどの

項目で有意な結果とはならなかった。この点は、県内中小企業の経営者は、何

らかの雇用行動を起こすことには肯定的ではあるが、桜極的に屈用を展開する

までには至っていないと判断してよいだろう。また、採用にあたっては本稿で

設定した属性で採用行動を行っていると判断できる'2．

業種別推定結果については、業狐によって採用時に唾視する属性に差違が観

察される。全産業では「即戦力」を股も重視し、次いで「人柄｣、「新卒｣、「学

歴」の順に並視する結果であるが､全産業と同様の傾向は流通商業に見られる。

建設業においても「即職力」や「人柄」の属性を政視しているが、「新卒」や

｢学歴」といった属性は有意ではなく、採用の際に並視している属性とはいえな

い。

これに対して製造業については、全産業の推定結果とは異なり「新卒」を最

も近視する傾向にある。製造業は他の業種と比較して、入社後の業務への適応

性の問題から、前職での手法・方法を踏襲する人材よりも、自社での研修や社

ｌ２ＥＤＯＲＷＭ壷では経営上のⅢ題点、および力点についてIMIう測在を行っているが、経営上の問題点

として従業貝の不足を挙げる企業は鋪28回閥在までの平均で17.1％存在する一方､人件費の噌加を

準げる企業も16.3％存在する。僻細については鍵蝦県中小企業家同友会のホームページ（http:/／
ehimedoyujP/）を参照せよ。
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員教育を通して業務への適応が比較的容易である「新卒」を正視していると考

えられる。

サービス業は「即戦力｣、「人柄｣、「新卒｣、「学歴」の順に遮視しており、全

業種と同様な傾向が観察きれるが、限界効用の大きさは４つの属性で大きく変

わっておらず、どの属性も同程度に重視していると考えられる。

「貿金」については、サービス業で最も限界不効用が高く（-336＊１０~5)、次

いで建設業（-3.05＊１０~5)、製造業（-2.73＊１０~5）の順となった。調査時点の

2010年1.3月期は製造業を中心に景気は回復基調にあり、この経済悩勢を反映

して製造業の賃金に対する限界不効用の値が高くなったと考えられる。一方、

流通商業については限界不効用は-9.39＊10~6であったが推定結果は有意では

なく、当該業種では採用の際に賃金を重視しているとはいえないという結果と

なった。

次に景況感別の推定結果について考察する。自社業況が｢好転した」と回答し

た企業では「人柄」と「新卒」を重視する結果となり、次いで「即戦力｣、「学

歴」の順となった。一方、「横ばい」と回答した企業については「即戦力」を

蛾も亜視し、次いで「新卒｣、「人柄｣、「学歴」の順となった。自社業況が「悪

化」と回答した企業については「人柄」と「即戦力」を正視するが､｢学歴」や

｢新卒｣の推定結果は有意ではなく重視しているとはいえない結果となった。こ

のことから、景況感が悪化するにしたがって「即戦力」を重視する傾向にあり

｢学歴」や「新卒」といった属性は重視きれない傾向にある。これは自社の業況

の悪化に伴い、社員教育によって中長期的に人材を育成していく戦略より、「即

職力」といったより直接的に企業の業紙に繋がるような人材を求めていると考

えられる。さらに「賃金」については、自社業況が「好転した」と答えた企業

で限界不効用の値が鰻も低く（-145＊１０~5)、次いで「横ばい」（-207＊１０~5)、

｢悪化」（-2.62＊１０~5）となることから､業況が悪化している企業ほど屈用者の

｢賃金」について厳しい見方をしている。この点は､業況の変化と賃金の観点か

ら整合的な結果であると考えられる。

股後に定期採用実施の有無別による推定結果を考察する。まず、採用を定期
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表８：定期採用実施の有無別の記述統計量

全産業定期採用の実施実施していない

53.8

企業規模１～9人

１０～１９人

２０～４９人

５０～９９人

１００人以上

妃
四
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皿
６
１

採算水準黒字

やや黒字

収支トントン

やや赤字

赤字

正規従業員数の平均人数２５．２

的に行っている企業については、「新卒｣、「学歴」といった属性を重視してお

り、次いで「人柄｣、「即戦力」の順で重視する結果となった。一方、採用を定

期的に行っていない企業では「即戦力」と「人柄」といった属性を重視し、次

いで「新卒｣、「学歴」の順となり、定期採用を行っている企業とそうでない企

業の間では垂視する属性が大きく異なることが分かった。これについてはいく

つかの理由が考えられる。

まず、定期採用を実施している企業とそうでない企業の間の企業規模の差で

ある。表８は表３で示した記述統計量の企業規模を、定期採用の有無別で示し

たものである。また、ここでは定期採用の有無別の平均従業員数、および採算

水準の割合'3を記している。定期採用を実施している企業の従業員の平均人数

は53.8人であるのに対し、定期的な採用を行っていない企業の従業員の平均は

１７．１人である。企業規模の大きな企業については業務も多棟であり、また、規

模の小さい企業よりも定期的な人材の確保を必要とすると考えられる。定期採

１３採算水準は当該調査期間が胤字であったか赤字であったかを示す値であり、採算水地ＤＩを疎出す
ることで、当期の企業の利益水地を判断する。
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用を実施している企業については、そうでない企業と比較して研修制度や社員

教育に関する知識を多く有しており、｢新卒」を採用できる環境にあると考えら

れる。しかしながら、企業規模の小さい企業については「新卒」といった人材

の育成には教育コストが多くかかるため､｢即戦力」といった属性を並視すると

考えられる。

次に、企業の業績との関巡である。調査時点における企業の採算水単DIは定

期採用を行っている企業が36.8、これに対して定期採用を行っていない企業は

16.5である。当期の採算水単が高い企業ほど人材の育成にコストを費やすこと

ができ、「新卒」といった人材を重視する傾向にある。一方、採算水準が低い企

業ほど人材の育成にコストをかける余裕がないと考えると、人材を屈用すると

きは当該企業にとって急を要するときと考えられ､｢即戦力」といった属性を重

視する傾向にあるだろう。

最後に企業の人材評価に関する知識の蓄稲が考えられる。定期的に採用を実

施している企業は、実施していない企業と比較して当該人物の採用時の評価と

採用以後の評価に関しての悩報を多く有している。このような企業の採用行動

を通じての学習の結果､｢新卒」や「学歴」といった属性を斑視する傾向にある

可能性がある。この点については今回の調査ではデータが存在しないため、適

切な調査を通じて検証する必要がある。

支払意志額に関する考察

さて、推定結果の係数が採用に対する経営者の限界効用であることは先に触

れたが、この限界効用の比は限界代替率を表す14。特に、賃金の推定係数との

比は、ある属性のある水準をｌ単位あきらめるとき賃金が何単位必要かを表し

１４本稿では経営者の効用関数を(1)式のとおりとしたが、具的に展開すると以下の式となる。

Ｕ＝ＡＳＣ＋β,．即職力あり＋β２．素直十β3．大卒十β４・新卒十βも．賃金
このとき、即職力ありの人材に対する支払い意志額（WTP）は以下のように算出される。

wTP--：
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ており、その属性の評価を金銭で表すことが可能となる。表４～表７における

WTPがその値であるが、推定結果が有意であった係数のみWTPを算出してい

る（有意でない係数のWTPについては「一」印を付けている)。

これによれば、全産業では「即戦力」を蝦も亜祝しており、金銭的には即戦

力のある人材はない人材と比較して62.441円追加的に支払ってもよいと考えて

いる。以下「人柄」については、素直であることは個性的であることと比較し

て57,424円の追加的評価があり、新卒は、中途と比較して44,626円、大卒は高卒

と比較して24.975円の金銭的評価を持っていると考えられる。厚生労働省｢平成

２０年随金櫛造基本統計調査』によれば､全国の大卒者の男性の初任給は201,300

円、女性は194,600円、一方、高卒者の男性の初任給は160,000円、女性は154300

円であり、大卒者の高卒者の簡金差は男性が41,300円、女性が40.300円であっ

た。、

一方、愛媛県の大卒者の所得は、男性が184000円、女性が176,300円、高卒者

の所得は男性が153,400円、女性が142,200円であり、所得差は男性が30,600円、女

性が34,100円となり、今回の学歴による賃金の推定結果は愛媛県内の賃金差と

比較的近い結果となった。

５おわりに一結論と展望

本稿では愛媛県中小企業家同友会の会員企業を対象としたEDOR調査の特別

調査のデータから、県内中小企業の経営者が屈用の際に重視する属性をコン

ジヨイント分析によって明らかにした。

全業種では「即戦力｣、「人柄｣、「新卒｣、「学歴」の順に重視し、それぞれの

支払意志額は62,441円（即戦力あり）、57.424円（素直)、44.626円（新卒)、24,975

円（大卒）であった。

一方、履用の際に正視する属性は業種によって差違が生じている。建設業と

流通商業は全業種と同様「即戦力」や「人柄」といった属性を砥視する傾向に

あるが、製造業は「新卒」を最も亜視する結果となった。サービス業はどの属
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性も平均的に重視する結果となった。

業況別の推定結果では、自社業況が好転していると回答した企業は採用にあ

たって「新卒」を重視し、悪化していると回答した企業は「即戦力」を重視す

る傾向にあることが分かった。また、業況が悪化するにしたがって、賃金に対

する限界不効用の値は大きくなり、企業園の経営環境と賃金の支払意志額の間の

整合的な関係を示す結果が得られた。

定期採用を実施している企業とそうでない企業の間にも、採用時に重視する

属性が異なる結果が示された。定期採用を実施している企業においては｢新卒」

を最も童視し、定期的に採用を実施していない企業は「即戦力」を重視する傾

向にある。定期採用の実施には企業の屈用環境が整側されている必要があり、

企業の規模や業絞と関連している可能性を指摘したが、この点を実証すること

は今後の研究課題である。

さて、本稿の冒頭で大卒者の求人倍率について、企業の従業貝規模の大きな

企業と小さな企業では差があるという点に触れたが、規模の大きな企業の求人

倍率が低い点については、大学生の大手企業志向が挙げられるだろう'5．規模

の小きな企業は、大手企業と比較して企業の認知度に差があるため、大卒者の

就職先として選択きれない可能性があり、結果的に人手不足傾向にならざるを

得ないと考えられる。このような、中小企業の労働市場における雇用のマッチ

ングの問題は、中小企業の経営者、及び大学双方の問題と、してとらえる必要が

あるだろう。中小企業の経営者は大学生への情報を稲極的に発信する必要があ

り、大学も教育等を通じて中小企業への理解を深める必要があるだろう。ただ

し、この点については学術的研究が不十分であり、今後経済学的な観点からの

研究が不可欠となってくると考えられる。

１５大学生の大手企業志向など、大卒者の就戦に関する意識関壷については、毎日コミュニケーショ

ンズが公嚢する大学生の就職迄識調症結果報告書を参照せよ。
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